
第５次総合計画　中期戦略事業プラン　事務事業評価シート

事業名 市民活動サポートセンター運営事業
事業
番号 33-101

事務事業担当

部名 部長名 課名 課等の長

市民生活部 齋藤　浩人 市民協働課 杉山　正彦

基本政策 10 市民と行政がともに力を合わせて歩むまちづくり

施策展開の方向 1 地域の力が発揮できるまちをつくる

関連法令等
いせはら市民活動サポートセンター条例、いせはら市民活動サポートセンター条例施行規則、いせはら市民活動サ
ポートセンター利用団体登録取扱要綱

計　　画　　　　　　（Ｐｌａｎ）

自治力

まちづくり目標 5 みんなで考え行動するまち

施策 33 市民やさまざまな団体との市民協働の推進

予算事業名
市民活動サポートセンター運営費

総合計画体系

国・県の計画等 - 計画期間 -

事務区分〔選択〕 （選択してください）→ 法令上の位置づけ 実施する規定はない

事業開始年度 開始年度 平成２１年度 ～ 終了年度 -

目　的
（何をどうしたいのか）

市民活動のための場所を提供するとともに、団体への情報提供や団体相互の交流、相談対応などを行います。
市民活動団体の活動拠点として運営を行いながら、市民活動を活性化させるとともに、団体の自立を促しながら市と
市民による協働のまちづくりを推進します。

主な対象
（誰・何を対象に）

市民活動団体、これから市民活動を始めようとするもの

事業内容
（手段、手法など）

・市民活動サポートセンターを拠点として、市民活動団体への活動場所の提供や情報提供、団体相互の交流、相
談対応などを行い、市民が自発的に行う公益的な活動を支援するとともに、市と市民活動団体との協働を進めてい
きます。
・市民活動サポートセンターの運営については、市民活動促進検討会議等の意見を伺いながら市民主体の運営に
シフトしていきます。

関連個別計画 - 計画期間 -

実施の背景
（事業を取りまく環境

・市民ニーズ）

・市民の活動が活発化し、市民と市の協働が進展することにより、まちづくりや市民生活が向上するとともに、市民の
力、行政の力がともに高まっていくことが求められています。市民活動の拠点として市民活動サポートセンターを運
営し、更なる市民活動の発展を支援していきます。
・借用する施設の修繕計画等、施設のあり方等について県企業庁と協議が必要です。

拡大取組事業行程

項目
年度

28年度 29年度

サポートセンター市民主体の運営 運営委員会の設置 運営

市民活動の拡大取組 拡大取組

目　標

【指標名】
年度

【現状】 28年度 29年度

市民活動サポートセン
ターの利用者数

8,100人 8,500人 8,800人

平成30年度

自治事務 法定受託事務

事業実施（Do）へ



事　業　実　施　　　　（Ｄｏ）

事業の「取組方針」

（前年度事務事業評価）

・市民活動団体への活動の場を提供するとともに、必要な情報提供やアドバイス等を行いながら、市民活動の拠点
施設としての運営を進めます。
・これまでの運営状況等を検証しながら、市民主体の運営に向けて取組を進めます。
・現在の施設について、次回以降の賃借契約方法等に関する協議を進めます。

実施方法

〔選択・記入〕

委託先又は指定管理者 夜間施設管理：シルバー人材センター

補助先

具体の内容

実施結果

項目
年度

28年度 29年度

サポートセンター市民主体の運営 準備・調整 団体の意向調査・協議

市民活動の拡大取組 拡大取組 拡大取組

9,291人 11,508人

実施した取組の内容
○場所の提供：年間11,508人　○広報誌【サポセン通信】発行：年４回　○サポセン協議会（年5回）：103人　○市民
活動フェスタ2017開催：来場者6,785人　○市民活動講座（年1回）：6人

目標の達成状況

【指標名】
年度

【現状】 28年度 29年度

市民活動サポートセン
ターの利用者数

8,100人

年度 28年度 実績 29年度　実績

事業費合計(a) 10,013 千円 10,079 千円

内
訳

国県支出金 ① 0 千円 0 千円

地方債　② 0 千円 0 千円

その他特財　③ 290 千円 253 千円

その他
特財の
内容

受益者負担 前回の改定時期

その他
・行政文書等複写代
・市民活動サポートセンター特定設備使用料

一般財源
(a)-①-②-③

9,723 千円 9,826 千円

国県支出金の内容

人 0 千円 0.00

正規職員 0.26 人 2,249 千円

2,270 千円

トータルコスト
(a)+(b)

12,262 千円 12,349 千円

人 0 千円

人件費合計(b) 0.26 人 2,249 千円 0.26 人

人
件
費

0.26 人 2,270 千円

その他の職員 0.00

円

単位

対象数 12,296 人 18,293 人
単位

当たり
コスト

対
象
数

定義 市民活動サポートセンター利用者延べ人数 単位 市民活動サポートセンター利用者延べ人数

総事業費
／対象数

997 円 675

コ
ス
ト

有 無

すべて直接実施 左記以外

業務委託 指定管理

補助金

その他

評価 （Check）へ



評　　価　　　　（Ｃｈｅｃｋ）

進捗状況

〔選択・記入〕
Ｂ

左記
判断
理由

・市民活動サポートセンターの利用状況や利用登録団体数は
着実に伸びています。
・利用登録団体との協議会を計５回実施し、サポートセンター運
営方法の見直しを行いました。

実施水準

〔選択・記入〕
Ｂ

他都
市の
事業
内容
等

・市民活動を支援する施設として、近隣他市と同水準の活動の
場の提供や情報提供を行っています。

有効性

〔選択・記入〕
Ａ

左記
判断
理由

・市民活動団体への場の提供及び情報提供等を行うことで、
様々な市民団体の自主的な活動を支援することができました。

事業推進上の課題

・市民活動サポートセンターの登録団体による協議会、お役立ち講座、その他各種イベントを実施する中で、利用
者間の連帯意識は定着してきています。
・借用施設の存続について、所有者である県企業庁との協議を続けていく必要があります。

次年度以降の
取組の方向性

・市民活動団体への活動の場を提供するとともに、必要な情報提供やアドバイス等を行いながら、市民活動の拠点
施設としての運営を進めます。
・休館日及び開館時間の見直しを行い、平成３０年７月より運営方法を変更しますが、引き続き効率的な運営方法に
関して検証していきます。
・現在の施設について、次回以降の賃借契約方法等に関する協議を進めます。

所管部長による総評

・市民活動サポートセンターは、これまでの周知・啓発活動の成果として、利用登録団体や利用者数は着実に増え
ており、今後も公益的な活動を行う市民団体が、活発に活動できる施設として運営すべきと考えます。
・施設のあり方について、公共施設等総合管理計画における方向性を踏まえ、検討を進めるとともに、引き続き利用
者間の連帯意識を醸成し、市民主体の運営に向けて取り組んでいくことが重要です。

効率性

〔選択・記入〕
Ｂ

左記
判断
理由

・市民活動サポートセンターの運営により、市民活動団体の活
動を支援することで、市との協働を進めることができています
が、市民活動団体が中心となってイベントの企画や運営を担うレ
ベルには至っていません。

取組内容の改善　　　　（Ａｃｔｉｏｎ）

取組の改善 （Action）へ

他市より高い水準で実施 （A)

他市と同水準で実施 （B)

他市より低い水準で実施 （C)

一律に比較できない事業

高い （A)

普通 （B)

低い （C)

計画どおり （A)

概ね計画どおり （B)

計画どおり進捗せず （C)

効率的に実施されている （A)

改善の余地がある （B)

抜本的な改善が必要である（C)


